
令和２年３月２４日 

株式会社イオン銀行に対する景品表示法に基づく措置命令について 

消費者庁は、本日、株式会社イオン銀行（以下「イオン銀行」といいます。）に対

し、同社が供給するクレジットカード又はデビットカードに係る役務の表示につい

て、景品表示法に違反する行為（同法第５条第２号（有利誤認）に該当）が認めら

れたことから、同法第７条第１項の規定に基づき、措置命令（別添参照）を行いま

した。 

１ 違反行為者の概要 

名  称 株式会社イオン銀行（法人番号 1010601032497） 

  所 在 地 東京都江東区枝川一丁目９番６号 

  代 表 者 代表取締役 新井 直弘 

  設立年月 平成１８年５月 

  資 本 金 ５１２億５０００万円（令和２年３月現在） 

２ 措置命令の概要 

⑴ 対象役務

クレジットカード又はデビットカードに係る役務（以下「本件役務」という。）

⑵ 対象表示

ア 表示の概要

(ｱ) 表示媒体

  ａ 自社ウェブサイト 

ｂ 「デジタルサイネージ」と称する店頭表示物（以下「デジタルサイネー

ジ」という。） 

  ｃ ＹｏｕＴｕｂｅにおける動画広告（以下「動画広告」という。） 

(ｲ) 表示期間

  ａ 自社ウェブサイト 

令和元年７月１日から同年９月３０日までの間 

  ｂ デジタルサイネージ 

令和元年７月１日から同年９月３０日までの間 

  ｃ 動画広告 

令和元年７月６日から同月３１日までの間及び同年８月７日から同年 

９月２９日までの間 

(ｳ) 表示内容

「【新規ご入会者限定】最大２０％キャッシュバックキャンペーン」と称す

るキャンペーン（以下「本件キャンペーン」という。）について 
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  ａ 自社ウェブサイト 

別表１「表示内容」欄記載のとおり表示することにより、あたかも、「入

会期間」と称する期間に、新規に本件役務の提供に係る契約を締結した者

（以下「新規入会者」という。）が、本件キャンペーンに応募した上で、

「利用期間」と称する期間に、商品の購入又は役務の提供を受ける際の代

金決済に本件役務を利用した場合、応募者１人当たりのキャッシュバック

の上限金額を合計１０万円として、当該代金の最大２０％相当額のキャッ

シュバックを受けることができるかのように表示していた。

  ｂ デジタルサイネージ 

別表２「表示内容」欄記載のとおり表示することにより、あたかも、「入

会期間」と称する期間に、新規入会者が、本件キャンペーンに応募した上

で、「利用期間」と称する期間に、商品の購入又は役務の提供を受ける際

の代金決済に本件役務を利用した場合、当該代金の最大２０％相当額のキ

ャッシュバックを受けることができるかのように表示していた。 

  ｃ 動画広告 

別表３「表示内容」欄記載のとおり表示することにより、あたかも、「入

会期間」と称する期間に、新規入会者が、「イオンウォレット」と称する

アプリケーション（以下「イオンウォレット」という。）から本件キャン

ペーンに応募した上で、「利用期間」と称する期間に、商品の購入又は役

務の提供を受ける際の代金決済に本件役務を利用した場合、当該代金の最

大２０％相当額のキャッシュバックを受けることができるかのように表示

していた。

イ 実際

(ｱ) 前記ア(ｳ)ａについて、少なくとも、別表４「キャッシュバック適用に係

る例外条件」欄記載のとおり、キャッシュバックを受けることができない場

合があった。

(ｲ) 前記ア(ｳ)ｂについて、少なくとも、別表５「キャッシュバック適用に係

る例外条件」欄記載のとおり、キャッシュバックを受けることができない場

合があった。

(ｳ) 前記ア(ｳ)ｃについて、少なくとも、別表６「キャッシュバック適用に係

る例外条件」欄記載のとおり、キャッシュバックを受けることができない場

合があった。

ウ 打消し表示

(ｱ) 自社ウェブサイト

ａ 別表７「表示期間」欄記載の期間に、前記ア(ｳ)ａの表示と同一のウェブ

ページにおいて、同表「表示内容」欄記載のとおり表示していたが、当該

表示は、前記ア(ｳ)ａの表示と同一視野に入る箇所に表示されたものでは

なく、前記ア(ｳ)ａの表示から離れた最下部に表示されていた、又は前記ア

(ｳ)ａの表示から離れた箇所に小さく表示された「『ご入会特典に関する

ご注意』」とのハイパーリンクをクリック若しくはタップして遷移しなけ

れば表示されなかったものであって、「お申込みはこちら」と記載された
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本件キャンペーンの対象となるクレジットカード又はデビットカード（以

下「本件カード」という。）の申込みを行うための４４箇所のバナーより

も下部に表示されていたものであり、かつ、本件キャンペーンに関して記

載された多数の取引条件の一部として小さい文字で表示されていたもの

であり 

ｂ 令和元年７月１日から同年９月３０日までの間、前記ア(ｳ)ａの表示を

したウェブページとは別のウェブページにおいて、別表４「番号」欄２の

「キャッシュバック適用に係る例外条件」欄記載の対象外項目を表示して

いたが、当該表示は、別表７「表示内容」欄記載の表示のうち、「こちら

」とのハイパーリンクをクリック又はタップしなければ表示されなかった

ものであり 

これらの表示から、別表４「キャッシュバック適用に係る例外条件」欄記載

の例外条件があることを認識することは困難であることから、一般消費者が

前記ア(ｳ)ａの表示から受ける本件役務の取引条件に関する認識を打ち消す

ものではない。 

(ｲ) デジタルサイネージ

前記ア(ｳ)ｂの表示について、令和元年７月１日から同年９月３０日まで

の間、前記ア(ｳ)ｂの表示と同一の画面において、別表８「表示内容」欄記

載のとおり表示していたが、当該表示から、別表５「キャッシュバック適用

に係る例外条件」欄記載の例外条件があることを認識することは困難である

ことから、一般消費者が前記ア(ｳ)ｂの表示から受ける本件役務の取引条件

に関する認識を打ち消すものではない。 

(ｳ) 動画広告

前記ア(ｳ)ｃの表示について、令和元年７月６日から同月３１日までの間

及び同年８月７日から同年９月２９日までの間、前記ア(ｳ)ｃの表示と同一

の画面において、別表９「表示内容」欄記載のとおり表示していたが、当該

表示は、小さな文字で表示されており、当該表示から、別表６「キャッシュ

バック適用に係る例外条件」欄記載の例外条件があることを認識することは

困難であることから、一般消費者が前記ア(ｳ)ｃの表示から受ける本件役務

の取引条件に関する認識を打ち消すものではない。 

⑶ 命令の概要

ア 前記⑵アの表示は、前記⑵イのとおりであって、本件役務の取引条件につい

て、実際のものよりも取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認さ

れる表示であり、景品表示法に違反するものである旨を一般消費者に周知徹底

すること。

イ 再発防止策を講じて、これを役員及び従業員に周知徹底すること。

ウ 今後、同様の表示を行わないこと。
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【本件に対する問合せ先】 

消費者庁表示対策課 

電  話 ０３（３５０７）９２３９ 

ホームページ https://www.caa.go.jp/
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別表１ 

表示内容 

・「新規ご入会者限定」

・「■要エントリー」

・「■イオン銀行口座設定された方」

・「カードご利用代金最大２０％キャッシュバック」

・「利用期間 ７／２５［木］▶３１［水］ ８／２５［日］▶３１［土］ ９／２

４［火］▶３０［月］」

・「本キャンペーンのキャッシュバック上限金額は、おひとりさまにつき合計１０

万円まで！」

・「入会期間：２０１９年７月１日（月）～９月３０日（月）」

（別紙１） 

別表２ 

表示内容 

・「新規ご入会者限定」

・「■要エントリー」

・「■イオン銀行口座設定された方」

・「カード利用代金最大２０％キャッシュバック」

・「入会期間：２０１９年７月１日（月）～９月３０日（月）」

・「利用期間 ７／２５［木］▶３１［水］ ８／２５［日］▶３１［土］ ９／２

４［火］▶３０［月］」

（別紙２） 

別表３ 

表示内容 

・「新規ご入会者限定」との文字の映像

・「■要エントリー」との文字の映像

・「■イオン銀行口座設定された方」との文字の映像

・「カードご利用代金最大２０％キャッシュバック」との文字の映像

・「入会期間：２０１９年７月１日（月）～９月３０日（月）」との文字の映像

・「利用期間：２０１９年７月２５日［木］～３１日［水］ ８月２５日［日］～

３１日［土］ ９月２４日［火］～３０日［月］」との文字の映像

・「イオンカードは今なら２０％キャッシュバック」との文字の映像

・「イオンウォレットから応募」との文字の映像

・「イオンカードは今なら２０パーセントキャッシュバック」との音声

・「今すぐイオンウォレットから応募」との音声

（別紙３） 
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別表４ 

番号 キャッシュバック適用に係る例外条件

１ 

本件キャンペーンに応募した場合であっても、本件カードが登録された「イ

オンスクエアメンバーＩＤ」と称する識別記号でイオンウォレットにログイ

ンしていない場合、キャッシュバックが適用されないものであった。

２ 

イオン銀行が指定した対象外項目に係る商品の購入又は役務の提供を受け

る際の代金決済に本件役務を利用した場合、キャッシュバックが適用されな

いものであった。 

３ 
キャッシュバックの上限金額は、１回の支払当たり１万円であり、１万円を

超過した分のキャッシュバックは適用されないものであった。 

別表５ 

番号 キャッシュバック適用に係る例外条件

１ 

イオン銀行が指定した対象外項目に係る商品の購入又は役務の提供を受け

る際の代金決済に本件役務を利用した場合、キャッシュバックが適用されな

いものであった。 

２ 
キャッシュバックの上限金額は、１回の支払当たり１万円であり、１万円を

超過した分のキャッシュバックは適用されないものであった。 

３ 
キャッシュバックの上限金額は、１人当たり１０万円であり、１０万円を超

過した分のキャッシュバックは適用されないものであった。 

別表６ 

番号 キャッシュバック適用に係る例外条件

１ 

イオン銀行が指定した対象外項目に係る商品の購入又は役務の提供を受け

る際の代金決済に本件役務を利用した場合、キャッシュバックが適用されな

いものであった。

２ 
キャッシュバックの上限金額は、１回の支払当たり１万円であり、１万円を

超過した分のキャッシュバックは適用されないものであった。

３ 
キャッシュバックの上限金額は、１人当たり１０万円であり、１０万円を超

過した分のキャッシュバックは適用されないものであった。
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別表７ 

表示期間 表示内容 

令和元年７月

１日から同月

５日までの間 

・「★キャッシュバック金額判定日（２０１９年１０月１５日）時

点で、以下の条件を満たしている方が本キャンペーンの対象とな

ります。 ①入会期間中に新規でご入会いただき、利用期間中に

対象カードでカードショッピングのご利用があること ②イオ

ンカード公式アプリ『イオンウォレット』をダウンロードいただ

き、対象カードが登録されたイオンスクエアメンバーＩＤでログ

インのうえ、本キャンペーンにご応募いただいていること」

・「※１明細（１回のお支払い）ごとのキャッシュバック上限金額

は１万円といたします。」

・「●電子マネー（『ＷＡＯＮ』や『Ｓｕｉｃａ』等）や各種プリペ

イドカードへのチャージ、携帯電話料金、各種公共料金、その他

（月会費、イオンカードｄｅ家賃、キャッシングご利用分、ＡＴ

Ｍ手数料、その他）など、一部キャッシュバック対象外のご利用

分がございます。なお、対象外項目は予告なく変更となる場合が

ございますのであらかじめご了承ください。■詳しくはこちら」 

・「●当社が不適当と認めた場合等、キャッシュバック対象外と

させていただく場合がございます。」

令和元年７月

５日から同月

２４日までの

間 

・「★キャッシュバック金額判定日（２０１９年１０月１５日）時

点で、以下の条件を満たしている方が本キャンペーンの対象とな

ります。 ①入会期間中に新規でご入会いただき、利用期間中に

対象カードでカードショッピングのご利用があること ②イオ

ンカード公式アプリ『イオンウォレット』をダウンロードいただ

き、対象カードが登録されたイオンスクエアメンバーＩＤでログ

インのうえ、本キャンペーンにご応募いただいていること」

・「※１明細（１回のお支払い）ごとのキャッシュバック上限金額

は１万円といたします。」

・「●電子マネー（『ＷＡＯＮ』や『Ｓｕｉｃａ』など）や各種プリ

ペイドカードへのチャージ、携帯電話料金、各種公共料金、その

他（月会費、イオンカードｄｅ家賃、キャッシングご利用分、Ａ

ＴＭ手数料、その他）など、一部キャッシュバック対象外のご利

用分がございます。なお、対象外項目は予告なく変更となる場合

がございますのであらかじめご了承ください。■詳しくはこちら

」 

・「●当社が不適当と認めた場合など、キャッシュバック対象外と

させていただく場合がございます。」
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令和元年７月

２４日から同

年９月３０日

までの間 

・「★キャッシュバック金額判定日（２０１９年１０月１５日）時

点で、以下の条件を満たしている方が本キャンペーンの対象とな

ります。 ①入会期間中に新規でご入会いただき、利用期間中に

対象カードでカードショッピングのご利用があること ②イオ

ンカード公式アプリ『イオンウォレット』をダウンロードいただ

き、対象カードが登録されたイオンスクエアメンバーＩＤでログ

インのうえ、本キャンペーンにご応募いただいていること」

・「※１明細（１回のお支払い）ごとのキャッシュバック上限金額

は１万円といたします。」

・「●キャッシュバック対象外項目（一例） 個人間売買・電子マ

ネー・各種プリペイドカードへのチャージ・ギフトカード・金融

取引・携帯電話料金・各種公共料金・各種保険料・その他（各種

手数料・月会費・イオンカードｄｅ家賃・キャッシングご利用分・

切手・はがき・その他）など」 

・「※対象外項目は予告なく追加・変更となる場合がございます。」 

・「詳しくはこちら」

・「※対象外項目に記載している具体名はあくまで一例であり、記

載がないものについても類似性があると当社が判断した場合は

対象外にさせていただく場合がございます。」
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別表８ 

表示内容 

・「※１適用には条件があります。条件に満たない場合、１０％キャッシュバック

となる場合がございます。詳しくは専用サイトをご確認ください。」

・「イオンカード キャッシュバック 🔍🔍」 

・「適用条件 キャッシュバック金額判定日（２０１９年１０月１５日）時点で、

以下の条件を満たす方が本キャンペーンの対象となります。 ①入会対象期間中

にお申込みいただき発行されたカード（以下、対象カード）で、利用対象期間中

にカードショッピングのご利用があること ②イオンカード公式アプリ『イオン

ウォレット』をダウンロードいただき、対象カードが登録されたイオンスクエア

メンバーＩＤでログインのうえ、本キャンペーンにご応募いただいていること」

別表９ 

表示内容 

・「※１適用には条件があります。条件に満たない場合、１０％キャッシュバック

となる場合がございます。詳しくは専用サイトをご確認ください。」

・「●一部キャッシュバック対象外のご利用分がございます。」

・「イオンカード キャッシュバック 🔍🔍」 
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別紙２

18

HE198
スタンプ



 

別紙３ 

19



 

20



 

21



 

○ 不当景品類及び不当表示防止法（抜粋） 

（昭和三十七年法律第百三十四号） 

 

 （目的） 

第一条 この法律は、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による顧客の

誘引を防止するため、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれのあ

る行為の制限及び禁止について定めることにより、一般消費者の利益を保護することを

目的とする。 

 

 （不当な表示の禁止） 

第五条 事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号のいずれかに

該当する表示をしてはならない。 

一 商品又は役務の品質、規格その他の内容について、一般消費者に対し、実際のもの

よりも著しく優良であると示し、又は事実に相違して当該事業者と同種若しくは類似

の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも著しく優良であると

示す表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択

を阻害するおそれがあると認められるもの 

二 商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当該事業者と同種

若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも取引の

相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示であつて、不当に顧客を誘

引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められ

るもの 

三 前二号に掲げるもののほか、商品又は役務の取引に関する事項について一般消費者

に誤認されるおそれがある表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自

主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認めて内閣総理大臣が指定するもの 

 

 （措置命令） 

第七条 内閣総理大臣は、第四条の規定による制限若しくは禁止又は第五条の規定に違反

する行為があるときは、当該事業者に対し、その行為の差止め若しくはその行為が再び

行われることを防止するために必要な事項又はこれらの実施に関連する公示その他必要

な事項を命ずることができる。その命令は、当該違反行為が既になくなつている場合に

おいても、次に掲げる者に対し、することができる。 

一 当該違反行為をした事業者 

二 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人が合併により消滅

したときにおける合併後存続し、又は合併により設立された法人 

三 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人から分割により当

該違反行為に係る事業の全部又は一部を承継した法人 

四 当該違反行為をした事業者から当該違反行為に係る事業の全部又は一部を譲り受け

た事業者 

２ （省略） 

 

 

 

 

 

（参考１） 
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 （報告の徴収及び立入検査等）  

第二十九条 内閣総理大臣は、第七条第一項の規定による命令、課徴金納付命令又は前条

第一項の規定による勧告を行うため必要があると認めるときは、当該事業者若しくはそ

の者とその事業に関して関係のある事業者に対し、その業務若しくは財産に関して報告

をさせ、若しくは帳簿書類その他の物件の提出を命じ、又はその職員に、当該事業者若

しくはその者とその事業に関して関係のある事業者の事務所、事業所その他その事業を

行う場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させる

ことができる。  

２～３ （省略） 

 

 （権限の委任等） 

第三十三条 内閣総理大臣は、この法律による権限（政令で定めるものを除く。）を消費

者庁長官に委任する。 

２～１１ （省略） 

 

 

 

○ 不当景品類及び不当表示防止法施行令（抜粋） 
（平成二十一年政令第二百十八号） 

 

 （消費者庁長官に委任されない権限）  

第十四条 法第三十三条第一項の政令で定める権限は、法第二条第三項及び第四項、第三

条第一項（消費者委員会からの意見の聴取に係る部分に限る。）及び第二項、第四条、

第五条第三号、第六条第一項（消費者委員会からの意見の聴取に係る部分に限る。）及

び第二項、第二十六条第二項並びに同条第三項及び第四項（これらの規定を同条第五項

において準用する場合を含む。）の規定による権限とする。 
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景品表示法による表示規制の概要 

  
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

（参考２） 

 

（参考２） 

 

（参考２） 

 

景
品
表
示
法 

第
５
条
（
不
当
な
表
示
の
禁
止
） 

不
当
な
表
示 

○優良誤認表示（５条１号） 

商品・サービスの品質、規格その他の内容についての不当表示 

○有利誤認表示（５条２号） 

商品・サービスの価格その他取引条件についての不当表示 

不実証広告規制（７条２項） 

 消費者庁長官は、措置命令に関し、商品・サービスの内容（効果、

性能）に関する優良誤認表示に該当するか否かを判断する必要がある

場合に、期間を定めて、事業者に表示の裏付けとなる合理的な根拠を

示す資料の提出を求めることができる。 

⇒ 事業者が資料を提出しない場合又は提出された資料が

表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものと認められ

ない場合は、当該表示は不当表示とみなされる。 

①商品・サービスの内容について、一般消費者に対し、実際のもの

よりも著しく優良であると示す表示 

①無果汁の清涼飲料水等についての表示 

②商品の原産国に関する不当な表示 

③消費者信用の融資費用に関する不当な表示 

④不動産のおとり広告に関する表示 

⑤おとり広告に関する表示 

⑥有料老人ホームに関する不当な表示 

①商品・サービスの取引条件について、実際のものよりも取引の相

手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示 

○商品・サービスの取引に関する事項について一般消費者に誤認される

おそれがあると認められ内閣総理大臣が指定する表示（５条３号） 

②商品・サービスの内容について、一般消費者に対し、事実に相違

して競争事業者に係るものよりも著しく優良であると示す表示 

②商品・サービスの取引条件について、競争事業者に係るものより

も取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示 
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消表対第５１１号 
令和２年３月２４日 

 

株式会社イオン銀行 

代表取締役 新井 直弘 殿 

 

消費者庁長官 伊藤 明子 

（公印省略） 

不当景品類及び不当表示防止法第７条第１項の規定に基づく措置命令 

貴社は、貴社が供給するクレジットカード又はデビットカードに係る役務（以下「本件役

務」という。）の取引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４

号。以下「景品表示法」という。）第５条の規定により禁止されている同条第２号に該当す

る不当な表示を行っていたので、同法第７条第１項の規定に基づき、次のとおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

⑴ 貴社は、貴社が一般消費者に提供する本件役務に係る表示に関して、次に掲げる事項

を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法について

は、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴社は、本件役務を一般消費者に提供するに当たり、令和元年７月１日から同年９

月３０日までの間に実施した「【新規ご入会者限定】最大２０％キャッシュバックキ

ャンペーン」と称するキャンペーン（以下「本件キャンペーン」という。）について 

(ｱ) 令和元年７月１日から同年９月３０日までの間、自社ウェブサイトのうち、本件

キャンペーンの対象となるクレジットカード又はデビットカード（以下「本件カー

ド」という。）の申込みに係るウェブページ（以下「本件ウェブページ」という。）

において、別表１「表示内容」欄記載のとおり表示することにより、あたかも、「入

会期間」と称する期間に、新規に本件役務の提供に係る契約を締結した者（以下「新

規入会者」という。）が、本件キャンペーンに応募した上で、「利用期間」と称す

る期間に、商品の購入又は役務の提供を受ける際の代金決済に本件役務を利用し

た場合、応募者１人当たりのキャッシュバックの上限金額を合計１０万円として、

当該代金の最大２０％相当額のキャッシュバックを受けることができるかのよう

に表示していたこと。 

(ｲ) 令和元年７月１日から同年９月３０日までの間、デジタルサイネージと称する

店頭表示物（以下「本件店頭表示物」という。）において、別表２「表示内容」欄

記載のとおり表示することにより、あたかも、「入会期間」と称する期間に、新規

別添写しについては、添付を省略しています。 別添 
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入会者が、本件キャンペーンに応募した上で、「利用期間」と称する期間に、商品

の購入又は役務の提供を受ける際の代金決済に本件役務を利用した場合、当該代

金の最大２０％相当額のキャッシュバックを受けることができるかのように表示

していたこと。 

(ｳ) 令和元年７月６日から同月３１日までの間及び同年８月７日から同年９月２９

日までの間、「ＹｏｕＴｕｂｅ」と称する動画共有サービスにおける動画広告（以

下「本件動画広告」という。）において、別表３「表示内容」欄記載のとおり表示

することにより、あたかも、「入会期間」と称する期間に、新規入会者が、「イオ

ンウォレット」と称するアプリケーション（以下「イオンウォレット」という。）

から本件キャンペーンに応募した上で、「利用期間」と称する期間に、商品の購入

又は役務の提供を受ける際の代金決済に本件役務を利用した場合、当該代金の最

大２０％相当額のキャッシュバックを受けることができるかのように表示してい

たこと。 

イ 実際には 

(ｱ) 前記ア(ｱ)について、少なくとも、別表４「キャッシュバック適用に係る例外条

件」欄記載のとおり、キャッシュバックを受けることができない場合があったこと。 

(ｲ) 前記ア(ｲ)について、少なくとも、別表５「キャッシュバック適用に係る例外条

件」欄記載のとおり、キャッシュバックを受けることができない場合があったこと。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)について、少なくとも、別表６「キャッシュバック適用に係る例外条

件」欄記載のとおり、キャッシュバックを受けることができない場合があったこと。 

ウ 前記アの表示は、前記イのとおりであって、本件役務の取引条件について、実際の

ものよりも取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示であり、

景品表示法に違反するものであること。 

⑵ 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを貴社の役員

及び従業員に周知徹底しなければならない。 

⑶ 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記⑴ア及びイの表示

と同様の表示を行うことにより、当該役務の取引条件について、実際のものよりも取引

の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示をしてはならない。 

⑷ 貴社は、前記⑴に基づいて行った周知徹底及び前記⑵に基づいてとった措置につい

て、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

⑴ 株式会社イオン銀行（以下「イオン銀行」という。）は、東京都江東区枝川一丁目９

番６号に本店を置き、銀行業、クレジットカード業等を営む事業者である。 

⑵ イオン銀行は、東京都千代田区神田錦町一丁目１番地に本店を置くイオンクレジッ
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トサービス株式会社との間で本件役務に係る業務委託契約を締結し、本件役務を一般

消費者に提供している。 

⑶ イオン銀行は、本件役務に係る本件ウェブページ、本件店頭表示物及び本件動画広告

の表示内容を自ら決定している。 

⑷ア イオン銀行は、本件役務を一般消費者に提供するに当たり、令和元年７月１日から

同年９月３０日までの間に実施した本件キャンペーンについて 

(ｱ) 令和元年７月１日から同年９月３０日までの間、本件ウェブページにおいて、別

表１「表示内容」欄記載のとおり表示することにより、あたかも、「入会期間」と

称する期間に、新規入会者が、本件キャンペーンに応募した上で、「利用期間」と

称する期間に、商品の購入又は役務の提供を受ける際の代金決済に本件役務を利

用した場合、応募者１人当たりのキャッシュバックの上限金額を合計１０万円と

して、当該代金の最大２０％相当額のキャッシュバックを受けることができるか

のように表示していた。 

(ｲ) 令和元年７月１日から同年９月３０日までの間、本件店頭表示物において、別表

２「表示内容」欄記載のとおり表示することにより、あたかも、「入会期間」と称

する期間に、新規入会者が、本件キャンペーンに応募した上で、「利用期間」と称

する期間に、商品の購入又は役務の提供を受ける際の代金決済に本件役務を利用

した場合、当該代金の最大２０％相当額のキャッシュバックを受けることができ

るかのように表示していた。 

(ｳ) 令和元年７月６日から同月３１日までの間及び同年８月７日から同年９月２９

日までの間、本件動画広告において、別表３「表示内容」欄記載のとおり表示する

ことにより、あたかも、「入会期間」と称する期間に、新規入会者が、イオンウォ

レットから本件キャンペーンに応募した上で、「利用期間」と称する期間に、商品

の購入又は役務の提供を受ける際の代金決済に本件役務を利用した場合、当該代

金の最大２０％相当額のキャッシュバックを受けることができるかのように表示

していた。 

イ 実際には 

(ｱ) 前記ア(ｱ)について、少なくとも、別表４「キャッシュバック適用に係る例外条

件」欄記載のとおり、キャッシュバックを受けることができない場合があった。 

(ｲ) 前記ア(ｲ)について、少なくとも、別表５「キャッシュバック適用に係る例外条

件」欄記載のとおり、キャッシュバックを受けることができない場合があった。 

(ｳ) 前記ア(ｳ)について、少なくとも、別表６「キャッシュバック適用に係る例外条

件」欄記載のとおり、キャッシュバックを受けることができない場合があった。 

ウ イオン銀行は 

(ｱ) 前記ア(ｱ)の表示について 

 ａ 別表７「表示期間」欄記載の期間に、前記ア(ｱ)の表示と同一のウェブページ
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において、同表「表示内容」欄記載のとおり表示していたが、当該表示は、前記

ア(ｱ)の表示と同一視野に入る箇所に表示されたものではなく、前記ア(ｱ)の表

示から離れた最下部に表示されていた、又は前記ア(ｱ)の表示から離れた箇所に

小さく表示された「『ご入会特典に関するご注意』」とのハイパーリンクをクリ

ック若しくはタップして遷移しなければ表示されなかったものであって、「お申

込みはこちら」と記載された本件カードの申込みを行うための４４箇所のバナ

ーよりも下部に表示されていたものであり、かつ、本件キャンペーンに関して記

載された多数の取引条件の一部として小さい文字で表示されていたものであり 

ｂ 令和元年７月１日から同年９月３０日までの間、前記ア(ｱ)の表示をしたウェ

ブページとは別のウェブページにおいて、別表４「番号」欄２の「キャッシュバ

ック適用に係る例外条件」欄記載の対象外項目を表示していたが、当該表示は、

別表７「表示内容」欄記載の表示のうち、「こちら」とのハイパーリンクをクリ

ック又はタップしなければ表示されなかったものであり 

これらの表示から、別表４「キャッシュバック適用に係る例外条件」欄記載の例外

条件があることを認識することは困難であることから、一般消費者が前記ア(ｱ)の

表示から受ける本件役務の取引条件に関する認識を打ち消すものではない。 

   (ｲ) 前記ア(ｲ)の表示について、令和元年７月１日から同年９月３０日までの間、前

記ア(ｲ)の表示と同一の画面において、別表８「表示内容」欄記載のとおり表示し

ていたが、当該表示から、別表５「キャッシュバック適用に係る例外条件」欄記載

の例外条件があることを認識することは困難であることから、一般消費者が前記

ア(ｲ)の表示から受ける本件役務の取引条件に関する認識を打ち消すものではな

い。 

   (ｳ) 前記ア(ｳ)の表示について、令和元年７月６日から同月３１日までの間及び同年

８月７日から同年９月２９日までの間、前記ア(ｳ)の表示と同一の画面において、

別表９「表示内容」欄記載のとおり表示していたが、当該表示は、小さな文字で表

示されており、当該表示から、別表６「キャッシュバック適用に係る例外条件」欄

記載の例外条件があることを認識することは困難であることから、一般消費者が

前記ア(ｳ)の表示から受ける本件役務の取引条件に関する認識を打ち消すもので

はない。 

 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、イオン銀行は、自己の供給する本件役務の取引に関し、本件役務の

取引条件について、実際のものよりも取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に

誤認されるため、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害

するおそれがあると認められる表示をしていたものであり、この表示は、景品表示法第５

条第２号に該当するものであって、かかる行為は、同条の規定に違反するものである。 
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４ 法律に基づく教示 

⑴ 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８２条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第２条、第４条及び第１８条

第１項の規定に基づき、正当な理由があるときを除き、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、書面により消費者庁長官に対し審査請求をする

ことができる。 

（注）行政不服審査法第１８条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、処

分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分の日

の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなる。 

⑵ 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法第１１条第１項及

び第１４条第１項の規定に基づき、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内に、国（代表者法務大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提

起することができる。 

（注１） 行政事件訴訟法第１４条第２項の規定により、正当な理由があるときを除き、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると、この処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

（注２） 行政事件訴訟法第１４条第３項の規定により、正当な理由があるときを除き、

審査請求をして裁決があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その裁決が

あったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができる。

ただし、正当な理由があるときを除き、その裁決があったことを知った日の翌日

から起算して６か月以内であっても、その裁決の日の翌日から起算して１年を

経過すると、この処分の取消しの訴えを提起することができなくなる。 
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別表１ 

表示内容（別添写し１） 

・「新規ご入会者限定」 

・「■要エントリー」 

・「■イオン銀行口座設定された方」 

・「カードご利用代金最大２０％キャッシュバック」 

・「利用期間 ７／２５［木］▶３１［水］ ８／２５［日］▶３１［土］ ９／２４

［火］▶３０［月］」 

・「本キャンペーンのキャッシュバック上限金額は、おひとりさまにつき合計１０万円

まで！」 

・「入会期間：２０１９年７月１日（月）～９月３０日（月）」 

 

別表２ 

表示内容（別添写し２） 

・「新規ご入会者限定」 

・「■要エントリー」 

・「■イオン銀行口座設定された方」 

・「カード利用代金最大２０％キャッシュバック」 

・「入会期間：２０１９年７月１日（月）～９月３０日（月）」 

・「利用期間 ７／２５［木］▶３１［水］ ８／２５［日］▶３１［土］ ９／２４

［火］▶３０［月］」 

 

別表３ 

表示内容（別添写し３） 

・「新規ご入会者限定」との文字の映像 

・「■要エントリー」との文字の映像 

・「■イオン銀行口座設定された方」との文字の映像 

・「カードご利用代金最大２０％キャッシュバック」との文字の映像 

・「入会期間：２０１９年７月１日（月）～９月３０日（月）」との文字の映像 

・「利用期間：２０１９年７月２５日［木］～３１日［水］ ８月２５日［日］～３１

日［土］ ９月２４日［火］～３０日［月］」との文字の映像 

・「イオンカードは今なら２０％キャッシュバック」との文字の映像 

・「イオンウォレットから応募」との文字の映像 

・「イオンカードは今なら２０パーセントキャッシュバック」との音声 

・「今すぐイオンウォレットから応募」との音声 
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別表４ 

番号 キャッシュバック適用に係る例外条件 

１ 

本件キャンペーンに応募した場合であっても、本件カードが登録された「イオン

スクエアメンバーＩＤ」と称する識別記号でイオンウォレットにログインしてい

ない場合、キャッシュバックが適用されないものであった。 

２ 

イオン銀行が指定した対象外項目に係る商品の購入又は役務の提供を受ける際の

代金決済に本件役務を利用した場合、キャッシュバックが適用されないものであ

った。 

３ 
キャッシュバックの上限金額は、１回の支払当たり１万円であり、１万円を超過

した分のキャッシュバックは適用されないものであった。 

 

別表５ 

番号 キャッシュバック適用に係る例外条件 

１ 

イオン銀行が指定した対象外項目に係る商品の購入又は役務の提供を受ける際の

代金決済に本件役務を利用した場合、キャッシュバックが適用されないものであ

った。 

２ 
キャッシュバックの上限金額は、１回の支払当たり１万円であり、１万円を超過

した分のキャッシュバックは適用されないものであった。 

３ 
キャッシュバックの上限金額は、１人当たり１０万円であり、１０万円を超過し

た分のキャッシュバックは適用されないものであった。 

 

別表６ 

番号 キャッシュバック適用に係る例外条件 

１ 

イオン銀行が指定した対象外項目に係る商品の購入又は役務の提供を受ける際の

代金決済に本件役務を利用した場合、キャッシュバックが適用されないものであ

った。 

２ 
キャッシュバックの上限金額は、１回の支払当たり１万円であり、１万円を超過

した分のキャッシュバックは適用されないものであった。 

３ 
キャッシュバックの上限金額は、１人当たり１０万円であり、１０万円を超過し

た分のキャッシュバックは適用されないものであった。 

 

  



8 

 

別表７ 

表示期間 表示内容 

令和元年７月

１日から同月

５日までの間 

・「★キャッシュバック金額判定日（２０１９年１０月１５日）時点で、

以下の条件を満たしている方が本キャンペーンの対象となります。 

①入会期間中に新規でご入会いただき、利用期間中に対象カードでカ

ードショッピングのご利用があること ②イオンカード公式アプリ

『イオンウォレット』をダウンロードいただき、対象カードが登録さ

れたイオンスクエアメンバーＩＤでログインのうえ、本キャンペーン

にご応募いただいていること」 

・「※１明細（１回のお支払い）ごとのキャッシュバック上限金額は１

万円といたします。」 

・「●電子マネー（『ＷＡＯＮ』や『Ｓｕｉｃａ』等）や各種プリペイド

カードへのチャージ、携帯電話料金、各種公共料金、その他（月会費、

イオンカードｄｅ家賃、キャッシングご利用分、ＡＴＭ手数料、その

他）など、一部キャッシュバック対象外のご利用分がございます。な

お、対象外項目は予告なく変更となる場合がございますのであらかじ

めご了承ください。■詳しくはこちら」 

・「●当社が不適当と認めた場合等、キャッシュバック対象外とさせて

いただく場合がございます。」 

令和元年７月

５日から同月

２４日までの

間 

・「★キャッシュバック金額判定日（２０１９年１０月１５日）時点で、

以下の条件を満たしている方が本キャンペーンの対象となります。 

①入会期間中に新規でご入会いただき、利用期間中に対象カードでカ

ードショッピングのご利用があること ②イオンカード公式アプリ

『イオンウォレット』をダウンロードいただき、対象カードが登録さ

れたイオンスクエアメンバーＩＤでログインのうえ、本キャンペーン

にご応募いただいていること」 

・「※１明細（１回のお支払い）ごとのキャッシュバック上限金額は１

万円といたします。」 

・「●電子マネー（『ＷＡＯＮ』や『Ｓｕｉｃａ』など）や各種プリペイ

ドカードへのチャージ、携帯電話料金、各種公共料金、その他（月会

費、イオンカードｄｅ家賃、キャッシングご利用分、ＡＴＭ手数料、

その他）など、一部キャッシュバック対象外のご利用分がございます。

なお、対象外項目は予告なく変更となる場合がございますのであらか

じめご了承ください。■詳しくはこちら」 

・「●当社が不適当と認めた場合など、キャッシュバック対象外とさせ

ていただく場合がございます。」 
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令和元年７月

２４日から同

年９月３０日

までの間 

・「★キャッシュバック金額判定日（２０１９年１０月１５日）時点で、

以下の条件を満たしている方が本キャンペーンの対象となります。 

①入会期間中に新規でご入会いただき、利用期間中に対象カードでカ

ードショッピングのご利用があること ②イオンカード公式アプリ

『イオンウォレット』をダウンロードいただき、対象カードが登録さ

れたイオンスクエアメンバーＩＤでログインのうえ、本キャンペーン

にご応募いただいていること」 

・「※１明細（１回のお支払い）ごとのキャッシュバック上限金額は１

万円といたします。」 

・「●キャッシュバック対象外項目（一例） 個人間売買・電子マネー・

各種プリペイドカードへのチャージ・ギフトカード・金融取引・携帯

電話料金・各種公共料金・各種保険料・その他（各種手数料・月会費・

イオンカードｄｅ家賃・キャッシングご利用分・切手・はがき・その

他）など」 

・「※対象外項目は予告なく追加・変更となる場合がございます。」 

・「詳しくはこちら」 

・「※対象外項目に記載している具体名はあくまで一例であり、記載が

ないものについても類似性があると当社が判断した場合は対象外にさ

せていただく場合がございます。」 
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別表８ 

表示内容 

・「※１適用には条件があります。条件に満たない場合、１０％キャッシュバックとな

る場合がございます。詳しくは専用サイトをご確認ください。」 

・「イオンカード キャッシュバック 🔍🔍」 

・「適用条件 キャッシュバック金額判定日（２０１９年１０月１５日）時点で、以下

の条件を満たす方が本キャンペーンの対象となります。 ①入会対象期間中にお申込

みいただき発行されたカード（以下、対象カード）で、利用対象期間中にカードショ

ッピングのご利用があること ②イオンカード公式アプリ『イオンウォレット』をダ

ウンロードいただき、対象カードが登録されたイオンスクエアメンバーＩＤでログイ

ンのうえ、本キャンペーンにご応募いただいていること」 

 

別表９ 

表示内容 

・「※１適用には条件があります。条件に満たない場合、１０％キャッシュバックとな

る場合がございます。詳しくは専用サイトをご確認ください。」 

・「●一部キャッシュバック対象外のご利用分がございます。」 

・「イオンカード キャッシュバック 🔍🔍」 

 

 




